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株主の皆様へ

株主の皆様には、益々ご清祥の

こととお喜び申しあげます。

さて、当社は平成14年9月30日

をもちまして第56期（平成14年4

月1日から平成15年3月31日まで）

中間決算を行いましたので、ここ

に営業の概況等につきご報告申し

あげます。

平成14年12月

●営業の概況

当中間期のわが国経済は、米国やアジア経済の回復を受け

て素材を中心に輸出が好調に推移し、鉄鋼製品を始め在庫調

整にも進展がみられました。しかし、金融機関の不良債権問

題への懸念、景気への先行き不安などから所得・雇用情勢は

依然厳しく、民間の設備投資の水準にも回復の兆しはみられ

ません。また、世界的規模で株安が進展するなど、引き続き

デフレ局面のなか、厳しい状況下で推移しました。

このような情勢下にあって、当社では、財務体質の改善強

化とともに、新規商材、新規取引先の開拓、提案型営業の強

化など積極的な営業活動を推進しました結果、当中間期での

売上高は、前年同期と比べ6.1％増の3,229億7百万円となりま

した。

業態別売上高では、国内取引は2,082億32百万円（前年同期

比1.6％増）、輸出取引は486億52百万円（前年同期比37.9％増）、

輸入取引は660億22百万円（前年同期比3.3％増）となりまし

た。

商品別売上高では、鉄鋼部門は公共投資、民間設備投資が

低迷するなか、条鋼類、鋼板類ともメーカーによる市況対策

から底打ち感が広がり、また、在庫調整の進展と中国、東南

アジア向け輸出の好調により、前年同期比6.2％増の1,738億72

百万円となりました。非鉄金属部門は、情報機器関連向けの

需要減退などにより市況は低迷しましたが、積極的な営業展

開により前年同期比3.2％増の292億57百万円となりました。

代表取締役社長
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食品部門は、全般的に市況が好調に推移し、総合的な水産物

の取扱いを展開しました結果、前年同期比16.2％増の476億38

百万円となりました。石油・化成品部門は、産業用燃料の需

要減退のなか、きめ細かな販売展開を推進しましたが、前年

同期比1.1％減の529億16百万円となりました。木材部門は、

市況は低迷しましたが合板類の取扱い増加が寄与し、前年同

期比8.4％増の141億37百万円となりました。

損益面におきましては、取引内容の見直し、拡販体制の強

化と採算重視の営業努力に加え、経費節減に注力いたしまし

た結果、営業利益は前年同期比106.3％増の48億49百万円、経

常利益は前年同期比75.5％増の40億46百万円となりました。

特別損益の部では、投資有価証券評価損などを計上しました

結果、中間利益は前年同期比7億95百万円減の24億40百万円と

なりました。

また、当社は平成13年1月に策定した中期経営計画のビジョ

ンに従い、経営資源の有効活用と積極的な効率経営の実施に

より、平成14年3月期におきまして8期ぶりに5円の復配を実施

いたしました。

今後の見通しといたしましては、昨年の米国での同時多発

テロに端を発した国際政情不安による経済環境の悪化懸念、

国際的な株式市場の低迷など不安定な要素が多々見られ、引

き続き予断の許されない厳しい状況が続くものと思われます。

当社はこのような経済情勢下において、当社独自の鋼材電

子商取引システム「hanwa-steel.com」の機能強化を図るとと

もに、新たに木材取引における電子商取引システム「hanwa-

lumber.com」を立ち上げるなど、より一層の経営効率化に努

めてまいります。

さらに、本年4月に設立しました阪和スチールサービス株式

会社による滋賀・三重地区における鋼板加工拠点としての展

開や鉄骨加工に係る営業展開など加工分野の強化・充実にも

注力してまいります。また、今後の節税効果の実現と将来の

組織再編に柔軟に対応するため、本年度より連結納税制度を

導入することといたしました。

当社は今後とも、チェック・アンド・バランスの機能を強

化した組織体制のもと、拡販とともに利益重視の経営に徹す

ることにより安定配当の体制を確実に実現させるための確固

たる経営基盤の構築に努める所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理

解とご支援を賜わりますようお願い申しあげます。
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財務ハイライト（単体）

●売上高推移�

●経常利益推移�

●中間（当期）利益推移�
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●商品別売上高�

●純資産推移�

●総資産推移�

（単位：百万円）�
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中間財務諸表（単体）

●中間貸借対照表（平成１４年９月３０日現在）

資産の部

流動資産 205,666

現金及び預金 25,774

受取手形 36,811

売掛金 90,996

商品 26,978

未着商品 4,091

前渡金 8,151

前払費用 177

短期貸付金 3,371

繰延税金資産 1,896

その他流動資産 7,990

貸倒引当金 △573

固定資産 87,273

（有形固定資産） 39,859

建物 10,401

構築物 1,607

機械及び装置 160

車両及び運搬具 7

器具及び備品 106

土地 27,574

建設仮勘定 0

（無形固定資産） 494

ソフトウェア等 494

（投資等） 46,919

投資有価証券 9,495

子会社株式 27,475

出資金 2,497

子会社出資金 17

長期貸付金 803

従業員長期貸付金 788

破産債権・更生債権等 2,215

長期差入保証金 4,563

その他投資等 3,894

貸倒引当金 △4,832

資産合計 292,939

負債の部

流動負債 205,624

支払手形 33,239

買掛金 53,377

短期借入金 102,735

未払金 499

未払費用 489

未払法人税等 10

前受金 6,349

預り金 6,988

賞与引当金 1,200

その他流動負債 734

固定負債 36,528

長期借入金 31,000

退職給付引当金 1,447

役員退職慰労引当金 341

土地買戻損失引当金 2,037

その他固定負債 1,701

負債合計 242,152

資本の部

資本金 45,651

利益剰余金 5,883

利益準備金 105

中間未処分利益 5,777
（うち中間利益） （2,440）

土地再評価差額金 △418

株式等評価差額金 △324

自己株式 △4

資本合計 50,786

負債及び資本合計 292,939

（単位：百万円）
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●中間損益計算書（平成１４年４月1日から平成１４年９月３０日まで）

経常損益の部

営業損益の部

営業収益

売上高 322,907

営業費用

売上原価 308,901

販売費及び一般管理費 9,156 318,057

営業利益 4,849

営業外損益の部

営業外収益

受取利息及び受取配当金 365

その他の収益 424 789

営業外費用

支払利息 1,129

その他の費用 463 1,592

経常利益 4,046

特別損益の部

特別利益

固定資産売却益 248 248

特別損失

投資有価証券評価損 1,749

子会社株式評価損 82 1,832

税引前中間利益 2,462

法人税、住民税及び事業税 8

法人税等調整額 13 21

中間利益 2,440

前期繰越利益 3,336

中間未処分利益 5,777

（単位：百万円）
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●注記

【中間貸借対照表に関する事項】
1. 子会社に対する短期金銭債権 7,205百万円
子会社に対する長期金銭債権 629百万円
子会社に対する短期金銭債務 12,579百万円
子会社に対する長期金銭債務 14百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,924百万円
3. 中間貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースによ
り使用している重要な固定資産として、コンピュータシ
ステム一式があります。

4. 主な外貨建資産及び負債
売掛金 6,409百万円（52百万米ドル等）
子会社株式 22,381百万円（150百万米ドル等）
支払手形 15,504百万円（121百万米ドル等）
短期借入金 6,130百万円（50百万米ドル）

5. 担保に供している資産
有形固定資産 24,995百万円
投資有価証券 1,691百万円

6. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律
第34号）に基づき、平成14年3月31日において、事業用
の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額に
ついては、土地の再評価に関する法律の一部を改正する
法律（平成11年3月31日公布法律第24号）に基づき、当
該再評価差額を「土地再評価差額金」として資本の部に
計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日
公布政令第119号）第2条第1号及び第5号に定める方法
により算出しております。

7. 受取手形割引高 4,021百万円
8. 保証債務（保証予約を含む） 9,741百万円
9. 役員退職慰労引当金は、商法第287条ノ2に規定する引当
金であります。

10. 土地買戻損失引当金は、商法第287条ノ2に規定する引当
金であります。

11. 一株当たりの中間利益　　11円53銭

【中間損益計算書に関する事項】
子会社との取引　売上高 6,852百万円

仕入高 17,810百万円
その他の営業取引高 791百万円
営業取引以外の取引高 1,426百万円

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結財務諸表（要旨）

●中間連結貸借対照表（平成１４年９月３０日現在）
（単位：百万円）（単位：百万円）

流動資産 219,587

現金及び預金 37,815

受取手形及び売掛金 128,455

たな卸資産 32,110

繰延税金資産 1,982

その他の流動資産 19,852

貸倒引当金 △628

固定資産 67,615

有形固定資産 43,284

無形固定資産 579

投資その他の資産 23,751

資産合計 287,202

流動負債 201,463

支払手形及び買掛金 82,524

短期借入金 103,000

その他の流動負債 15,937

固定負債 36,569

負債合計 238,032

資本金 45,651

利益剰余金 6,613

土地再評価差額金 △418

その他有価証券評価差額金 △327

為替換算調整勘定 △2,344

自己株式 △4

資本合計 49,170

負債、少数株主持分及び資本合計 287,202
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●中間連結損益計算書（平成１４年４月1日から平成１４年９月３０日まで）

（単位：百万円）

売上高 328,272

売上原価 312,834

販売費及び一般管理費 10,465

営業利益 4,972

営業外収益 980

受取利息及び受取配当金 556

その他の収益 423

営業外費用 1,632

支払利息 1,132

その他の費用 500

経常利益 4,320

特別利益 248

固定資産売却益 248

特別損失 1,832

投資有価証券評価損 1,832

税金等調整前中間純利益 2,736

法人税、住民税及び事業税 190

法人税等調整額 15

中間純利益 2,530

●中間連結キャッシュ・フロー計算書
（平成１４年４月1日から平成１４年９月３０日まで）

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,580

投資活動によるキャッシュ・フロー △872

財務活動によるキャッシュ・フロー 524

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,609

現金及び現金同等物の増加額 2,622

現金及び現金同等物の期首残高 35,182

現金及び現金同等物の中間期末残高 37,805
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株式の状況

会社が発行する株式の総数 570,000,000株

発行済株式総数 211,663,200株

株主数 26,823名（前期末比13名増）

●大株主

氏名又は名称 所有株式数 持株比率

株式会社三井住友銀行 5,880千株 2.8%

日本証券金融株式会社 3,375 1.6

第一生命保険相互会社 2,631 1.2

阪和興業自社株投資会 2,541 1.2

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,216 1.0
（信託口）

株式会社UFJ銀行 2,000 0.9

三井アセット信託銀行株式会社 2,000 0.9
（特定金銭信託）

三井住友海上火災保険株式会社 1,846 0.9

モルガン　ノミニーズ　リミテッド 1,840 0.9
ジェネラル　クライアンツ　アカウント

エイチエスビーシー　リパブリック
バンク（スイス）エス　エー　シンガポール 1,578 0.7
ブランチ　トラスト　アカウント　クライアンツ

●株式の分布状況

（平成１４年９月３０日現在）

●所有者別分布�

●所有株数別分布�

26,823名�

211,663,200株�

個人その他� 26,035名�
138,711,938株�

証券会社� 98社�
5,871,589株�

外国人� 68名�
7,000,233株�

その他法人� 539社�
25,874,209株�

金融機関� 83社�
34,205,231株�

50,000株～�
1,000,000株未満�

1,000,000株以上�

1,000株～�
50,000株未満�

1,000株未満� 1,712名�
367,957株�

25名�
44,407,048株�

427名�
55,476,011株�

24,659名�
111,412,184株�
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会社の概要
（平成１４年９月３０日現在）

【社　　名】 阪和興業株式会社

【英文社名】 HANWA  CO.,  LTD.

【設　　立】 昭和22年4月1日

【資 本 金】 456億5,127万6,790円

【従 業 員】 872名（男性636名、女性236名）

【ホームページURL】http://www.hanwa.co.jp

【営 業 所】

大阪本社 〒541-8585 大阪市中央区伏見町四丁目3番9号

東京本社 〒104-8429 東京都中央区築地1丁目13番10号

名古屋支社 〒460-8441 名古屋市中区栄4丁目1番1号（中日ビル）

東北支店 〒980-0811 仙台市青葉区一番町四丁目6番1号

（仙台第一生命タワービルディング）

九州支店 〒812-0011 福岡市博多区博多駅前四丁目1番1号

（日本生命博多駅前第二ビル）

海外事務所

（北米・南米）ニューヨーク、シアトル、ヒューストン、ロサン

ゼルス、バンクーバー、ボゴタ

（アジア） ソウル、北京、青島、大連、上海、福州、広州、

東莞、中山、重慶、香港、台北、高雄、バンコク、

クアラルンプール、シンガポール、タワウ、

ジャカルタ、ムンバイ

（欧州・中近東）ロンドン、ラスパルマス、テヘラン、クウェート、

リヤド、ジェッダ

【主な関係会社】

（国内）阪和流通センター東京（株）、阪和流通センター大阪（株）、

阪和流通センター名古屋（株）、（株）シー・ピー・ユー、

阪和エコスチール（株）、阪和スチールサービス（株）、

（株）ハローズ、エスケーエンジニアリング（株）

（海外）ハンワ・アメリカン・コーポレイション、阪和（香港）有

限公司、長富不銹鋼中心（蘇州）有限公司、阪和貿易

（上海）有限公司、東莞鉄和金属制品有限公司
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事業の内容（主要な取扱品目）

●鉄　　鋼
条鋼・建材 異形棒鋼、ネジ鉄筋、製鋼原料、鋼管杭、セメント、

Ｈ形鋼、鋼管、溶接Ｈ形鋼、各種建設工事

鋼板 厚板、熱延鋼板、冷延鋼板、表面処理鋼板、

電磁鋼板、ステンレス鋼板、スチールハウス

線材・特殊鋼 普通鋼、構造用鋼、鋳鍛造品、磨丸鋼、普通鉄線、

鋲螺用鉄線、ステンレス線、各種鋲螺製品

●非鉄金属 銅、アルミニウム、亜鉛、鉛、ニッケル、クロム、

合金鉄、ステンレス屑、シリコン

●食　　品 エビ、カニ、サケ、カズノコ、アジ、サバ、シシャモ、

タコ、ウナギ、ニシン、カレイ、赤魚、スリミ、加工品

●石油・化成品 石油製品全般、舶用石油、石油化学製品

●木　　材 住宅構造用製材品、各種合板

●機　　械 各種遊戯機械、鉄鋼関連産業機械、環境関連機械

●そ の 他 紙製品、環境関連事業

役員の状況
（平成１４年９月３０日現在）

代表取締役
社　　　長 北　　　修　爾 取　締　役 大　本　　　博

専務取締役 中　林　満　之 取　締　役 古　川　弘　成

常務取締役 嘉　本　隆　行 取　締　役 北　村　信　輔

常務取締役 休　井　　　匡 取　締　役 原　　　　　惺

常務取締役 坂　東　祥三郎 取　締　役 秋　元　哲　郎

常務取締役 松　田　邦　雄 取　締　役 西　　　吉　史

常務取締役 花　房　伯　行 取　締　役 北　　　卓　治

取締役相談役 増　田　　　実 常任監査役 喜　福　　　稔

取　締　役 横　田　和　夫 ＊監　査　役 東　田　和　四

取　締　役 天　尾　正　臣 ＊監　査　役 池　松　孝　雄

取　締　役 山　崎　達　之 ＊監　査　役 真　砂　博　成

＊印は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条

第1項に定める社外監査役であります。
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トピックス

「阪和興業五十年史」が「優秀会社史賞」を受賞
この度、財団法人日本経

営史研究所主催の第13回

「優秀会社史賞」において

当社の「阪和興業五十年史」

が「優秀会社史賞」に選ば

れました。今回は、平成12

年4月から平成14年3月末ま

でに刊行された社史約200冊を選考対象とし、その中から当社

を含め5社の社史が「優秀会社史賞」を受賞いたしました。

なお、「阪和興業五十年史」をご希望の方は、下記までお申

込みいただければご郵送申しあげます。

〒104-8429

東京都中央区築地1丁目13番10号

阪和興業株式会社　社長室

電話 03-3544-2000

メールアドレス　tahara@hanwa.co.jp

議決権行使のIT化の採用
本年6月に開催されました第55回定時株主総会において、当

社は議決権行使の電子化を採用いたしました。行使結果は以下

のとおりです。

行使議決権数（行使比率） 1,975個（0.94％）

行使株主数（行使比率） 203名（0.81％）

今後とも、より利用しやすいシステムの構築を目指してまい

ります。

「hanwa-lumber.com」開設
当社は、当社独自の鋼材電子商取引システム「hanwa-

steel.com」で培ったノウハウを活用し、木材業界初の電子商取

引システム「hanwa-lumber.com」の開設を準備しております。

当サイトでは、幅広い在庫ときめ細かい物流サービスで、会

員各位のご要望に応えてまいります。



14

株主メモ

決算期 3月31日

定時株主総会 6月

基準日 3月31日

臨時に必要なときは予め公告した日

公告掲載新聞 日本経済新聞に掲載する。

ただし、商法特例法第16条第3項に定める

貸借対照表及び損益計算書に係る情報は、

（http://www.hanwa.co.jp）において提供する。

名義書換代理人 住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒183-8701 東京都府中市日鋼町1番10

住友信託銀行株式会社　証券代行部

（インターネットホームページURL）
http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html

同取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

1単元の株式の数 1,000株

上場証券取引所 東京・大阪証券取引所　市場第一部

証券コード 8078

●各種諸届についてのご案内

★住所、届出印、法人株主の代表者、役職名、氏名、商号、

配当金の振込口座のご変更、及び単元未満株式の買取請求

は、住友信託銀行本支店にてお手続きください。ただし、

株式会社証券保管振替機構に株券を預託されている場合に

は、お取引の証券会社までお申し出ください。

★上記の変更届等のお手続きに関しましては、以下のフリー

ダイヤルでも24時間承っております。

（住所変更等用紙のご請求） �0120-175-417

（その他のご照会） �0120-176-417



http://www.hanwa.co.jp�


